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処理スケジュール 

出典：岩手県災害廃棄物処理実行計画 

 
出典：岩手県災害廃棄物処理詳細計画（第二次改定版） 
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出典：岩手県災害廃棄物処理実行計画 

 
出典：岩手県災害廃棄物処理詳細計画 

（第二次改定版）（資料編） 
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処理フロー 

出典：岩手県災害廃棄物処理詳細計画（第二次改定版）（資料編） 

【推計量】 
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出典：東日本大震災津波により発生した災害廃棄物の岩手県における処理の記録 

【実績値】 
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出典：岩手県災害廃棄物処理詳細計画（第二次改定版）（資料編） 
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東日本大震災津波における仮設トイレの設置状況等 

 

◆ 避難所の仮設トイレ設置状況（他機関調整を含む） 

市町村 
3/14県から環境省への 

要望数＊ 

3/15市町村から国交省への 

要望数 
設置基数 

住田町 0 0 6 

洋野町 0 0 0 

野田村 0 10 25 

田野畑村 20 40 93 

宮古市 100 30 78 

山田町 180 40 168 

大槌町 120 40 52 

釜石市 200 60 60 

大船渡市 180 180 62 

陸前高田市 100 - 608 

県全体 900 400 1,155 

＊ １基/避難者 50人、１避難所に最低１基として算出。 

 

◆ 仮設トイレの設置基数（県調整分） 

 平成 23 年３月 ４月 計 

有償レンタル 318 20 338 

無償レンタル 77 20 97 

無償提供 170 220 390 

計 565 260 825 

 

◆ 仮設トイレの撤去状況（有償レンタル分） 

 ７月 ８月 ９月 10月 

撤去数 42 76 114 106 

残基数 296 220 106 0 
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災害用トイレの種類、使用方法及び注意点 

出典：巨大災害により発生する災害廃棄物の処理に自治体はどう備えるか 

（Ｈ27.3環境省東北地方環境事務所） 
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東日本大震災津波における実行計画等の概要 

 

◆ 国マスタープラン（Ｈ23.5.16策定） 

国は、処理推進のため、処理推進体制、財政措置、処理方法、スケジュール等についてとり

まとめた東日本大震災津波に係る災害廃棄物の処理指針（マスタープラン）を策定し、可能な

限りの粗分別の実施や、極力再生利用すること、必要に応じた広域処理の推進などを定めた。 

 

◆ 岩手県廃棄物処理実行計画（Ｈ23.6.20 策定） 

国のマスタープランを踏まえ、岩手県廃棄物処理実行計画を策定した。 

１ 基本方針 

以下を基本方針とし、地方自治法上の事務委託により市町村に代わって県が処理を行う場

合があること、被災現場からの移動は平成 23年度末までに（生活環境の保全に支障を及ぼす

ものは平成 23年７月末を目途に終了することを定めた。 

(1) 地域の復興に寄与する処理 

(2) リサイクルを重視した処理 

(3) 広域処理も活用した迅速な処理 

２ 災害廃棄物の推計 

災害廃棄物の発生量を 583万ｔと推計した。その内訳は可燃物 104 万ｔ(18%)、不燃物 294

万ｔ(50％)、津波堆積土 185万ｔ(32％)である。 

３ 処理の方針 

(1) 堆積の半分を占める可燃物、とりわけ体積の大きい木材の処理を最優先で実施する。 

(2) 可燃物の処理に当たっては、県内施設での処理を優先し、破折焼却炉の利用、除塩施設

の設置、広域処理の実施を検討しながら進める。 

４ 最終処分の方針 

最終処分に当たっては、県内施設の能力不足を踏まえながら、リサイクルの推進、県外施

設の価値用を検討しながら進めることとした。 

 

◆ 岩手県廃棄物処理詳細計画（Ｈ23.8.30 策定） 

１ 計画の概要 

(1) 基本方針 

実行計画の内容に「全県調整による災害廃棄物処理の最適化」、「環境負荷の低減」、「最

少のコストで最大の効果」、「地域経済復興への寄与」を加えた。 

・ リサイクルを重視した処理フロー 

・ セメント工場を災害廃棄物の処理拠点に位置付け 

なお、平成 25年度は最終年度であることから、二次改訂では、以下の視点を明確にし

た。 

・ 処理のスピードを重視した計画 

・ 具体的なスケジュール等を示した県民等に分かりやすく希望の持てる計画 
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・ 実績と現状を踏まえ、実態に即した行動計画（アクションプラン） 

(2) 災害廃棄物の推計 

災害廃棄物を柱材、角材、可燃系混合物、不燃系混合物等の性状に応じて総量を 435万

ｔと推計したが、改訂により 525万ｔとした。 

(3) 災害廃棄物の処理の流れ及び区分 

県内の処理施設の能力等を踏まえ、柱材、角材、可燃物及び不燃物について、発生市町

村ごとに具体的な処理の流れを示した。一次改訂では、不燃物を津波堆積物、ふるい下、

不燃物に区分した。二次改訂では、不燃系廃棄物をさらに安定型土砂混合くずと管理型土

砂混合くずに区分するとともにコンクリートがらと漁具、漁網の処理の流れを追加し、市

町村ごと及び処理施設ごとの具体的なスケジュールを加えた。 

(4) 解体・撤去から破砕・選別、運搬、処理・処分までに工程 

(5) 処理作業における安全対策等への対応 

(6) 処理量の管理や情報の公開 

(7) 復興資材としての利活用 

(8) 仮置場の原状回復 

(9) 処理の課題と対応の方向性 

(10) 資材編を設け、本編に関連する補足資料を追加 
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収集運搬体制の整備にあたっての検討事項 

出典：災害廃棄物対策指針 

 

出典：災害廃棄物対策指針（参考となる技術資料） 

 

【技1-13-1 必要資機材】 

【技1-13-2 運搬車両の必要台数の算定方法】 

【技 1-13-4 収集運搬車両の搬入管理・運行管理】 
【技 1-13-3 収集運搬車両の確保とルート計画にあたっての留意事項】 
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【災害廃棄物早見表】現場・ボランティア必読 

出典：災害廃棄物対策指針（参考となる技術資料） 

【技 1-14-5 仮置場の確保と配置計画にあたっての留意事項】 
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石綿飛散防止対策等 

出典：災害廃棄物対策指針（参考となる技術資料） 

 

【技1-20-14 石綿の処理】 

 

 

出典：災害廃棄物対策指針（参考となる技術資料） 

 

【技1-15-2防じんマスクによる飛散粉じん対策】 

【参14 建築物の解体・撤去に係る石綿飛散防止対策】 
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